








① 名称 

 ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社 

 （英文ではJAPAN EXCELLENT ASSET MANAGEMENT CO., LTD.と表示します。） 

  

② 資本金の額 

 ４億5,000万円（本書の日付現在） 

  

③ 事業の内容 

 投資運用業 

  

（イ）会社の沿革 

（注１）本書の日付現在において当該免許は更新されています。（免許番号 東京都知事（２）第84511号） 
（注２）本資産運用会社は、証券取引法等の一部を改正する法律（平成18年法律第65号）附則第159条第１項の適用を受け、平成19

年９月30日付けで投資運用業の登録を受けたものとみなされています。なお、本資産運用会社は、平成19年11月14日付

で、同附則第159条第２項に定める書類を内閣総理大臣に提出いたしました。 

  

（ロ）株式の総数及び資本金の額の増減 

Ａ．発行可能株式の総数（本書の日付現在） 

9,600株 

Ｂ．発行済株式の総数（本書の日付現在） 

9,000株 

Ｃ．最近５年間における資本金の額の増減 

該当事項はありません。  

  

第４【関係法人の状況】

１【資産運用会社の概況】

（１）【名称、資本金の額及び事業の内容】

年月日 事項

平成17年４月14日 会社設立 

平成17年６月３日 
宅地建物取引業者免許取得 

（免許番号 東京都知事（１）第84511号）（注１） 

平成17年10月７日 
宅地建物取引業法上の取引一任代理等の認可取得 

（認可番号 国土交通大臣認可第44号） 

平成18年２月６日 
投信法上の投資法人資産運用業の認可取得 

（認可番号 内閣総理大臣第61号） 

平成19年11月14日 
金融商品取引法上の金融商品取引業者の登録 

（関東財務局長（金商）第331号）（注２） 
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（ハ）経理の概況 

本資産運用会社の経理の概況は以下のとおりです。 

Ａ．最近の事業年度における主な資産と負債の概況 

  

Ｂ．最近の事業年度における損益の概況 

  

（ニ）その他 

Ａ．役員の変更 

 本資産運用会社の取締役及び監査役は、株主総会において総株主の議決権の過半数を有する株主が出席

し、その株主の議決権の過半数の賛成により選任されます。取締役の選任については、累積投票によりませ

ん。取締役の任期は、就任後２年内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結の時までで、監査役の任期

は、就任後４年内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結の時までです。但し、補欠又は増員として就

任した取締役の任期は、前任者又は現任者の残任期間と同一とし、補欠として就任した監査役の任期は、前

任者の残任期間とします。本資産運用会社において取締役及び監査役の変更があった場合には、監督官庁へ

その日から２週間以内に届け出ます（金融商品取引法第31条第１項、第29条の２第１項第３号）。本資産運

用会社の取締役又は執行役が他の会社の取締役、会計参与（会計参与が法人であるときは、その職務を行う

べき社員）、監査役又は執行役に就任し又はこれらを退任した場合には、遅滞なく、その旨を監督官庁に届

け出ます（金融商品取引法第31条の４第１項。他の会社の取締役、会計参与（会計参与が法人であるとき

は、その職務を行うべき社員）、監査役又は執行役が本資産運用会社の取締役又は執行役を兼ねることとな

った場合も同様です。）。 

Ｂ．訴訟事件その他資産運用会社に重要な影響を及ぼすことが予想される事実 

 本書の日付現在において、本資産運用会社に関して、訴訟事件その他重要な影響を及ぼすことが予想され

る事実はありません。 

  

（ホ）関係業務の概要 

本投資法人が、本資産運用会社に委託する業務の内容は以下のとおりです。 

Ａ．本投資法人の資産の運用にかかる業務 

Ｂ．本投資法人が行う資金調達にかかる業務 

Ｃ．本投資法人の資産の状況についての本投資法人への報告業務 

Ｄ．本投資法人の資産にかかる運用計画の策定業務 

Ｅ．その他本投資法人が随時委託する上記Ａ．ないしＤ．に付随し又は関連する業務 

  

 平成23年３月31日現在

総資産（千円） 865,589 

総負債（千円） 17,790 

純資産（千円） 847,798 

 
第６期

自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日 

営業収益（千円） 835,083 

経常利益（千円） 192,295 

当期純利益（千円） 108,322 
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 本資産運用会社の運用体制については、前記「第一部 ファンド情報 第１ ファンドの状況 １ 投資

法人の概況 （４）投資法人の機構 ② 投資法人の運用体制」を、また、投資運用に関するリスク管理体

制の整備の状況については、前記「第一部 ファンド情報 第１ ファンドの状況 ３ 投資リスク (2）

投資リスクに対する管理体制」をそれぞれご参照下さい。 

  

（注１）上表中における「比率」は、発行済株式総数に対する所有株式数の比率を表しております。 

（注２）株式会社第一ビルディング及び相互住宅株式会社は、第一生命保険株式会社の緊密な取引先であり、主としてビル管理業を営んでいま

す。  

（２）【運用体制】

（３）【大株主の状況】

    （本書の日付現在）

名称 住所
所有株式数 
（株） 

比率（％）
（注１） 

興和不動産株式会社 東京都港区南青山一丁目15番５号  4,050  45.0

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号  1,800  20.0

積水ハウス株式会社 大阪府大阪市北区大淀中一丁目１番88号  1,350  15.0

株式会社第一ビルディング(注２) 東京都中央区京橋二丁目4番12号  450  5.0

相互住宅株式会社(注２) 東京都品川区西五反田二丁目８番１号  450  5.0

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号  450  5.0

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号  450  5.0

合計  9,000  100.0
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（４）【役員の状況】

      （本書の日付現在）

役職名 氏名 主要略歴
所有
株式数 

代表取締役社

長 
戸田 千史 

昭和49年４月 株式会社日本興業銀行 入行 

 0

平成８年６月 同行 証券営業部副部長 

平成10年２月 同行 難波支店長 

平成12年９月 株式会社みずほホールディングス 個人業務部長 

平成14年６月 興和不動産株式会社 総務本部関係会社室長 

平成16年７月 同社 執行役員ビル事業本部営業統括部長 

平成20年９月 同社 参与 

平成21年３月 ジャパンエクセレントアセットマネジメント 

株式会社 代表取締役社長（現職） 

平成21年11月 ジャパンエクセレント投資法人 執行役員（現職） 

取締役 内藤 幹 

昭和56年４月 株式会社日本興業銀行 入行 

 0

平成８年７月 株式会社住宅金融債権管理機構（RCC）派遣 

平成11年８月 株式会社日本興業銀行 メディア情報通信営業部 次

長 

平成14年７月 株式会社みずほコーポレート銀行 大手町営業第六部 

次長 

平成16年７月 みずほ証券株式会社 投資銀行グループ 営業企画部

長 

平成19年４月 同社 関西投資銀行グループ 統括部長 

平成20年９月 興和不動産株式会社 ビル事業本部 営業統括部長 

平成21年５月 同社 ビル事業本部 事業企画部長 

平成22年４月 ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社 

取締役企画管理本部長（現職） 

（興和不動産株式会社より出向） 

取締役 宮崎 敦志 

昭和59年３月 第一生命保険相互会社（現第一生命保険株式会社） 

入社  

 0

平成９年４月 第一ライフ・インベストメント・マネジメント

（USA）株式会社 （現DIAM U.S.A., Inc.） 出向 

平成12年４月 興銀第一ライフ・アセットマネジメント株式会社 

（現ＤＩＡＭアセットマネジメント株式会社） 出向 

平成19年４月 同社 ジェネラルマネージャー 

平成20年４月 DIAM U.S.A., Inc. プレジデント 出向 

平成23年４月 ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社 

取締役不動産投資本部長（現職） 

（第一生命保険株式会社より出向） 

取締役 

（非常勤） 
上條 英之 

昭和52年４月 石川島播磨重工業株式会社（現株式会社ＩＨＩ）  

入社 

 0

昭和62年８月 積水ハウス株式会社 入社 都市開発事業部 

平成３年８月 同社 東京総合開発事業部 

平成７年２月 同社 東京都市開発事業部 

平成11年４月 同社 開発事業部 

平成18年４月 同社 不動産投資運用部長 

平成22年２月 同社 経理財務部次長 

平成22年３月 積水ハウス・ＳＩ アセットマネジメント株式会社  

取締役 

平成22年５月 同社 経理財務部長（現職） 

平成22年10月 ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社 

取締役（現職） 
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 本資産運用会社は、金融商品取引法上の投資運用業を行っています。 

 本書の日付現在、本資産運用会社が資産の運用を行う投資法人は、本投資法人のみです。 

  

役職名 氏名 主要略歴
所有
株式数 

監査役 

（非常勤） 
中井 興一 

昭和49年４月 株式会社日本興業銀行 入行 

 0

平成11年２月 同行 システム運用管理室長 

平成19年５月 みずほゼネラルサービス株式会社 専務取締役 

平成23年４月 

平成23年６月  

興和不動産株式会社 顧問 

ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社 

監査役（現職） 

平成23年７月 興和不動産株式会社 常勤監査役（現職）  

（５）【事業の内容及び営業の概況】
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Ａ．一般事務受託者、資産保管会社、投資主名簿等管理人及び特別口座管理機関  

① 名称 

 みずほ信託銀行株式会社 

  

② 資本金の額 

 247,369百万円（平成23年６月30日現在） 

  

③ 事業の内容 

 銀行法（昭和56年法律第59号、その後の改正を含みます。以下同じ。）に基づき銀行業を営むとともに、金融

機関ノ信託業務ノ兼営等ニ関スル法律（昭和18年法律第43号、その後の改正を含みます。）に基づき信託業務を

営んでいます。 

  

a.一般事務受託者であるみずほ信託銀行株式会社は、以下の業務を行います。 

  

（イ）計算に関する事務 

（ロ）会計帳簿の作成に関する事務 

（ハ）本投資法人の機関の運営に関する事務 

（ニ）納税に関する事務 

（ホ）その他上記（イ）ないし（ニ）に準ずる業務又は付随する業務で、本投資法人と一般事務受託者との間で

合意の上作成する事務規程に定める業務 

  

b．資産保管会社であるみずほ信託銀行株式会社は、以下の業務を行います。 

  

（イ）本投資法人の保有する以下の資産の保管に係る業務（以下「資産保管業務」といいます。） 

（ⅰ）投信法第67条の規定に基づいて作成された本投資法人の規約に定められた範囲内で、本投資法人が投信

法第193条の規定に基づいて取得する一切の資産 

（ⅱ）本投資法人が収受し保有する一切の金銭 

（ロ）資産保管業務に付随する以下の業務 

（ⅰ）本投資法人名義の預金口座からの振込  

（ⅱ）本投資法人名義の預金口座の開設及び解約 

（ⅲ）その他上記（ⅰ）及び（ⅱ）に準ずる業務 

  

c.投資主名簿等管理人であるみずほ信託銀行株式会社は、以下の業務を行います。 

  

（イ）投資主の名簿に関する事務 

（ロ）募集投資口の発行に関する事務 

（ハ）投資主総会の招集通知、決議通知及びこれらに付随する投資主総会参考書類等の送付、議決権行使書の作

成、議決権の集計並びに投資主総会受付事務補助に関する事務 

（ニ）投資主に対して分配する金銭の計算及び支払いに関する事務 

（ホ）投資口に関する照会への応答、各種証明書の発行に関する事務 

（ヘ）受託事務を処理するために使用した本投資法人に帰属する書類及び未達郵便物の整理・保管に関する事務

（ト）法令又は投資口事務委託契約により本投資法人が必要とする投資口統計資料の作成に関する事務 

（チ）投資主の権利行使に関する請求その他の投資主からの申出の受付に関する事務 

（リ）総投資主通知等の受理に関する事務 

（ヌ）投資主名簿等管理人が管理する本投資法人の発行総口数と振替機関より通知を受けた本投資法人の振替投

資口等の総数の照合 

（ル）本投資法人の情報提供請求権（振替法第277条に定める請求をいいます。）行使にかかる取次ぎに関する

事務 

（ヲ）振替機関からの個別投資主通知の本投資法人への取次ぎに関する事務 

（ワ）上記（イ）ないし（ヲ）に掲げる委託事務にかかる印紙税等の代理納付 

（カ）上記（イ）ないし（ワ）に掲げる委託事務に付随する事務 

２【その他の関係法人の概況】

（１）【名称、資本金の額及び事業の内容】

（２）【関係業務の概要】
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（ヨ）上記（イ）ないし（カ）に掲げる事務の他、本投資法人及び投資主名簿等管理人が協議のうえ定める事務

  

d.特別口座管理機関であるみずほ信託銀行株式会社は、以下の業務を行います。 

  

（イ）振替口座簿並びにこれに附属する帳簿の作成・管理及び備置に関する事務 

（ロ）総投資主報告に関する事務 

（ハ）新規記載又は記録手続及び抹消手続又は全部抹消手続に関する事務 

（ニ）振替機関からの本投資法人に対する個別投資主通知及び本投資法人の振替機関に対する情報提供請求に関

する事務 

（ホ）振替口座簿への記載又は記録、質権に係る記載又は記録、及び信託の受託者並びに信託財産に係る記載又

は記録に関する事務 

（ヘ）特別口座の開設及び廃止に関する事務 

（ト）加入者情報及び届出印鑑の登録又はそれらの変更の登録及び加入者情報の振替機関への届出に関する事務

（チ）特別口座の加入者本人及び登録投資口質権者のために開設された他の口座並びに本投資法人の口座への振

替手続に関する事務 

（リ）振替法第133条第２項で定める取得者等による特別口座開設等請求に関する事務 

（ヌ）加入者からの個別投資主通知の申出に関する事務 

（ル）加入者又は利害関係を有する者からの情報提供請求に関する事務 

（ヲ）上記（イ）ないし（ル）に掲げるもののほか、加入者等（投資主、登録投資口質権者及びこれらの法定代

理人又は以上の者の常任代理人をいいます。以下同じ。）による請求に関する事務 

（ワ）上記（イ）ないし（ヲ）に掲げるもののほか、加入者等からの加入者等に係る情報及び届出印鑑に関する

届出の受理に関する事務 

（カ）加入者等からの照会に対する応答に関する事務 

（ヨ）投資口の併合又は分割に関する事務 

（タ）合併に関する事務 

（レ）上記（イ）ないし（タ）に掲げる事務のほか、振替制度の運営に関する事務並びに本投資法人及び特別口

座管理機関が協議のうえ定める事務 

  

該当事項はありません。 

  

Ｂ．投資法人債に関する一般事務受託者 

(1）名称、資本金の額及び事業の内容 

① 名称 

 株式会社みずほコーポレート銀行 

  

② 資本金の額 

 1,404,065百万円（平成23年３月31日現在） 

  

③ 事業の内容 

 銀行法に基づき銀行業を営んでいます。 

  

(2）関係業務の概要 

第１回無担保投資法人債及び第２回無担保投資法人債について、以下の業務を行います。 

（イ）投資法人債の発行事務 

（ロ）投資法人債の発行代理人業務 

（ハ）投資法人債の期中事務 

（ニ）投資法人債の支払代理人業務 

  

(3）資本関係 

該当事項はありません。 

  

（３）【資本関係】
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１．財務諸表の作成方法について 

 本投資法人の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。そ

の後の改正を含みます。）及び同規則第２条の規定により、「投資法人の計算に関する規則」（平成18年内閣府令第

47号。その後の改正を含みます。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 本投資法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第９期計算期間（平成22年７月１日から平成

22年12月31日まで）及び第10期計算期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）の財務諸表については、新

日本有限責任監査法人の監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 本投資法人は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

第５【投資法人の経理状況】
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１【財務諸表】 
（１）【貸借対照表】 

（単位：千円）

第９期 
(平成22年12月31日) 

第10期 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,290,293 5,560,048

信託現金及び信託預金 10,861,642 10,936,743

営業未収入金 432,986 375,348

未収消費税等 － 193,372

前払費用 114,839 97,114

繰延税金資産 23 18

その他 20,744 17,036

流動資産合計 13,720,529 17,179,682

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,346,026 3,472,979

減価償却累計額 △340,874 △381,784

建物（純額） 3,005,151 3,091,194

構築物 18,661 19,129

減価償却累計額 △1,384 △1,537

構築物（純額） 17,277 17,591

機械及び装置 265 265

減価償却累計額 △11 △23

機械及び装置（純額） 253 241

工具、器具及び備品 661 832

減価償却累計額 △198 △250

工具、器具及び備品（純額） 462 581

建設仮勘定 13,403 14,508

信託建物 65,505,751 71,640,940

減価償却累計額 △7,485,271 △8,373,941

信託建物（純額） 58,020,479 63,266,999

信託構築物 499,763 562,275

減価償却累計額 △45,969 △51,935

信託構築物（純額） 453,793 510,339

信託機械及び装置 414,192 416,916

減価償却累計額 △118,030 △132,091

信託機械及び装置（純額） 296,162 284,824

信託工具、器具及び備品 70,484 74,837

減価償却累計額 △17,517 △22,610

信託工具、器具及び備品（純額） 52,967 52,226

信託土地 114,629,601 115,651,434

有形固定資産合計 176,489,554 182,889,941

無形固定資産   

借地権 1,185,044 1,185,044

商標権 764 707

信託借地権 7,380,016 7,380,016

無形固定資産合計 8,565,826 8,565,769

投資その他の資産   

差入敷金及び保証金 15,181 15,181

長期前払費用 262,394 362,834
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（単位：千円）

第９期 
(平成22年12月31日) 

第10期 
(平成23年６月30日) 

その他 62,301 67,719

投資その他の資産合計 339,878 445,735

固定資産合計 185,395,258 191,901,446

繰延資産   

投資法人債発行費 70,861 61,015

繰延資産合計 70,861 61,015

資産合計 199,186,649 209,142,144

負債の部   

流動負債   

営業未払金 584,348 583,196

短期借入金 4,900,000 －

1年内返済予定の長期借入金 34,500,000 7,000,000

未払金 356,103 342,673

未払費用 204,384 176,675

未払法人税等 590 627

未払消費税等 4,816 －

前受金 47,239 80,606

デリバティブ債務 28,770 －

災害損失引当金 － 16,429

その他 18 32

流動負債合計 40,626,272 8,200,242

固定負債   

投資法人債 17,000,000 17,000,000

長期借入金 44,000,000 71,500,000

預り敷金及び保証金 428,246 421,646

信託預り敷金及び保証金 7,859,537 7,653,839

固定負債合計 69,287,784 96,575,485

負債合計 109,914,056 104,775,727

純資産の部   

投資主資本   

出資総額 87,083,030 102,052,384

剰余金   

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,218,333 2,314,032

剰余金合計 2,218,333 2,314,032

投資主資本合計 89,301,363 104,366,417

評価・換算差額等   

繰延ヘッジ損益 △28,770 －

評価・換算差額等合計 △28,770 －

純資産合計 ※1  89,272,592 ※1  104,366,417

負債純資産合計 199,186,649 209,142,144
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（２）【損益計算書】 

（単位：千円）

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

営業収益   

賃貸事業収入 ※1  6,506,591 ※1  6,565,051

その他賃貸事業収入 ※1  587,424 ※1  469,836

不動産等売却益 － ※2  302,617

営業収益合計 7,094,016 7,337,504

営業費用   

賃貸事業費用 ※1  3,494,166 ※1  3,555,973

資産運用報酬 416,479 428,085

資産保管手数料 14,929 15,243

一般事務委託手数料 29,597 29,058

役員報酬 6,540 6,540

その他営業費用 78,763 82,394

営業費用合計 4,040,477 4,117,294

営業利益 3,053,538 3,220,210

営業外収益   

受取利息 ※3  2,907 1,797

その他 1,019 5,200

営業外収益合計 3,926 6,998

営業外費用   

支払利息 546,315 541,561

融資関連費用 157,256 146,480

投資口交付費 － 43,952

投資法人債利息 124,541 122,358

投資法人債発行費償却 9,846 9,846

その他 128 128

営業外費用合計 838,086 864,328

経常利益 2,219,378 2,362,880

特別損失   

災害による損失 － ※4  47,933

特別損失合計 － 47,933

税引前当期純利益 2,219,378 2,314,947

法人税、住民税及び事業税 1,080 987

法人税等調整額 △5 4

法人税等合計 1,075 991

当期純利益 2,218,303 2,313,955

前期繰越利益 29 76

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,218,333 2,314,032
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（３）【投資主資本等変動計算書】 

（単位：千円）

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

投資主資本   

出資総額   

前期末残高 87,083,030 87,083,030

当期変動額   

新投資口の発行 － 14,969,354

当期変動額合計 － 14,969,354

当期末残高 ※1  87,083,030 ※1  102,052,384

剰余金   

当期未処分利益又は当期未処理損失（△）   

前期末残高 2,366,962 2,218,333

当期変動額   

剰余金の分配 △2,366,933 △2,218,256

当期純利益 2,218,303 2,313,955

当期変動額合計 △148,629 95,699

当期末残高 2,218,333 2,314,032

剰余金合計   

前期末残高 2,366,962 2,218,333

当期変動額   

剰余金の分配 △2,366,933 △2,218,256

当期純利益 2,218,303 2,313,955

当期変動額合計 △148,629 95,699

当期末残高 2,218,333 2,314,032

投資主資本合計   

前期末残高 89,449,992 89,301,363

当期変動額   

新投資口の発行 － 14,969,354

剰余金の分配 △2,366,933 △2,218,256

当期純利益 2,218,303 2,313,955

当期変動額合計 △148,629 15,065,054

当期末残高 89,301,363 104,366,417
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（単位：千円）

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

評価・換算差額等   

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △60,221 △28,770

当期変動額   

投資主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

31,451 28,770

当期変動額合計 31,451 28,770

当期末残高 △28,770 －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △60,221 △28,770

当期変動額   

投資主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

31,451 28,770

当期変動額合計 31,451 28,770

当期末残高 △28,770 －

純資産合計   

前期末残高 89,389,771 89,272,592

当期変動額   

新投資口の発行 － 14,969,354

剰余金の分配 △2,366,933 △2,218,256

当期純利益 2,218,303 2,313,955

投資主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31,451 28,770

当期変動額合計 △117,178 15,093,824

当期末残高 89,272,592 104,366,417

2011/09/28 9:22:5411771682_有価証券報告書_20110928092138

- 146 -



  

（４）【金銭の分配に係る計算書】

区分 

第９期
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

（単位：円） （単位：円） 

Ⅰ 当期未処分利益 2,218,333,041 2,314,032,725 

Ⅱ 分配金の額 2,218,256,150 2,263,800,000 

（投資口１口当たり分配金の額） (14,353) (12,000) 

Ⅲ 任意積立金     

 圧縮積立金繰入額 －  50,180,900  

Ⅳ 次期繰越利益 76,891 51,825 

分配金の額の算出方法  本投資法人の規約第33条第１項第２

号に定める「金銭の分配の方針」の趣

旨に基づき、分配可能金額を限度と

し、租税特別措置法第67条の15に規定

される本投資法人の配当可能利益の額

の100分の90に相当する金額を超えて

分配することとし、当期未処分利益を

超えない額で発行済投資口数154,550

口の整数倍の最大値となる

2,218,256,150円を利益分配金として

分配することと致しました。なお、規

約第33条第１項第４号に定める利益を

超えた金銭の分配は行いません。 

 本投資法人の規約第33条第１項第２

号に定める「金銭の分配の方針」の趣

旨に基づき、分配可能金額を限度と

し、租税特別措置法第67条の15に規定

される本投資法人の配当可能利益の額

の100分の90に相当する金額を超えて

分配することとしています。  

 かかる方針により、当期未処分利益

から租税特別措置法第66条の２で定め

られている圧縮積立金を控除し、その

残額のうち発行済投資口数188,650口

の整数倍の最大値となる

2,263,800,000円を利益分配金として

分配することといたしました。 

 なお、規約第33条第１項第４号に定

める利益を超えた金銭の分配は行いま

せん。 
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（５）【キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 2,219,378 2,314,947

減価償却費 993,260 1,080,841

投資法人債発行費償却 9,846 9,846

災害損失引当金の増減額（△は減少） － 16,429

投資口交付費 － 43,952

受取利息 △2,907 △1,797

支払利息 670,856 663,920

営業未収入金の増減額（△は増加） 31,146 57,638

未収消費税等の増減額（△は増加） － △193,372

前払費用の増減額（△は増加） △26,489 17,724

営業未払金の増減額（△は減少） △36,115 44,862

未払金の増減額（△は減少） △1,918 9,191

未払消費税等の増減額（△は減少） △56,700 △4,816

前受金の増減額（△は減少） 3,724 33,366

長期前払費用の増減額（△は増加） 142,098 △100,440

信託有形固定資産の売却による減少額 － 3,995,580

その他 7,002 △24,332

小計 3,953,182 7,963,542

利息の受取額 2,907 1,797

利息の支払額 △666,191 △691,629

法人税等の支払額 △1,111 △949

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,288,786 7,272,761

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △9,934 △130,420

信託有形固定資産の取得による支出 △7,443,973 △11,394,013

預り敷金及び保証金の受入による収入 2,029 8,803

預り敷金及び保証金の返還による支出 △15,987 △15,404

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 502,489 701,661

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △855,657 △907,360

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,821,033 △11,736,733

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 4,900,000 －

短期借入金の返済による支出 － △4,900,000

長期借入れによる収入 6,000,000 27,500,000

長期借入金の返済による支出 △6,000,000 △27,500,000

投資口の発行による収入 － 14,969,354

投資口交付費の支出 － △43,952

分配金の支払額 △2,365,676 △2,216,573

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,534,323 7,808,828

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,997,923 3,344,856

現金及び現金同等物の期首残高 15,149,859 13,151,935

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  13,151,935 ※1  16,496,791
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（６）【注記表】

１．継続企業の前提に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

該当事項はありません。 同左 

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

項目 
第９期

自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

１．固定資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 （信託財産を含む） ① 有形固定資産 （信託財産を含む） 

 定額法を採用しております。 

 なお、主たる有形固定資産の耐用年数

は以下のとおりであります。 

建物         ２年～59年 

構築物        ２年～59年 

機械及び装置     ７年～16年 

工具、器具及び備品  ４年～10年 

 同左 

  

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 同左 

  ③ 長期前払費用 ③ 長期前払費用 

  定額法を採用しております。 同左 

２．繰延資産の処理方法 投資法人債発行費 ① 投資法人債発行費 

   償還までの期間にわたり定額法により償

却しております。 

 同左 

② 投資口交付費  

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

 なお、平成23年１月31日払込の一般募

集による新投資口の発行は、引受証券会

社が発行価額で引受を行い、これを発行

価額と異なる募集価格で一般投資家に販

売する買取引受契約（「スプレッド方

式」）という。）によっております。 

 「スプレッド方式」では、募集価格と

発行価額との差額は、引受証券会社の手

取金であり、引受証券会社に対する事実

上の引受手数料となることから、本投資

法人から引受証券会社への引受手数料の

支払はありません。平成23年１月31日払

込の一般募集による新投資口の発行に際

し、募集価格と発行価額との差額の総額

は494,326千円であり、引受証券会社が

発行価額で引受を行い、同一の募集価格

で一般投資家に販売する買取引受契約

（「従来方式」という。）による新投資

口発行であれば、投資口交付費として処

理されていたものであります。 

 このため、「スプレッド方式」では

「従来方式」に比べ、投資口交付費は

494,326千円少なく計上され、また、経

常利益及び税引前当期純利益は同額多く

計上されております。  
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項目 
第９期

自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

３．引当金の計上基準 ――――――  災害損失引当金 

 東日本大震災に伴う復旧費用等の支出に

備えるため、当期末において合理的に見積

もることができる額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基

準 

固定資産税等の処理方法 固定資産税等の処理方法 

 保有する不動産（信託受益権を含む。）

にかかる固定資産税、都市計画税及び償却

資産税等については賦課決定された税額の

うち、当該決算期間に対応する額を賃貸事

業費用として費用処理する方法を採用して

おります。 

 なお、不動産又は不動産を信託財産とす

る信託受益権の取得に伴い、本投資法人が

負担すべき初年度の固定資産税等相当額に

ついては、費用計上せず当該不動産等の取

得原価に算入しております。当期において

不動産等の取得原価に算入した固定資産税

等相当額は3,011千円であります。  

 保有する不動産（信託受益権を含む。）

にかかる固定資産税、都市計画税及び償却

資産税等については賦課決定された税額の

うち、当該決算期間に対応する額を賃貸事

業費用として費用処理する方法を採用して

おります。 

 なお、不動産又は不動産を信託財産とす

る信託受益権の取得に伴い、本投資法人が

負担すべき初年度の固定資産税等相当額に

ついては、費用計上せず当該不動産等の取

得原価に算入しております。当期において

不動産等の取得原価に算入した固定資産税

等相当額は66,033千円であります。 

５．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しております。  金利スワップについて特例処理の要件

を満たしているため、特例処理を採用し

ております。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：借入金金利 

同左 

  ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

   本投資法人はリスク管理基本方針に基

づき投資法人規約に規定するリスクをヘ

ッジする目的でデリバティブ取引を行っ

ております。 

同左 

  ④ヘッジの有効性の評価の方法 ④ヘッジの有効性の評価の方法 

   ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計とを比較し、両者の変動額

の比率を検証することにより、ヘッジの

有効性を評価しております。 

 金利スワップは特例処理の要件を満た

しているため、有効性の評価は省略して

おります。 

６．キャッシュ・フロー計

算書における資金の範

囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金及び

信託現金、随時引き出し可能な預金及び信

託預金、譲渡性預金並びに容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 

 キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金及び

信託現金、随時引出し可能な預金及び信託

預金、並びに容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 
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項目 
第９期

自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

７．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

①不動産等を信託財産とする信託受益権に

関する会計処理方法 

①不動産等を信託財産とする信託受益権に

関する会計処理方法 

 保有する不動産等を信託財産とする信

託受益権につきましては、信託財産内全

ての資産及び負債勘定並びに信託財産に

生じた全ての収益及び費用勘定につい

て、貸借対照表及び損益計算書の該当勘

定科目に計上しております。 

 なお、該当勘定科目に計上した信託財

産のうち重要性がある下記の項目につい

ては、貸借対照表において区分掲記して

おります。 

（１）信託現金及び信託預金 

（２）信託建物、信託構築物、信託機械

及び装置、信託工具、器具及び備

品、信託土地 

（３）信託借地権 

（４）信託預り敷金及び保証金 

 同左 

  ②消費税等の処理方法 ②消費税等の処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。ただし、資

産に係る控除対象外消費税等は、個々の

資産の取得原価に算入しております。 

同左 

３．会計方針の変更に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

当会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第21号 平成20年3月31日）を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありません。 

────────── 
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４．貸借対照表に関する注記

第９期 
（平成22年12月31日） 

第10期 
（平成23年６月30日） 

※１．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に

規定する最低純資産額 

千円50,000

※１．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に

規定する最低純資産額 

千円50,000

５．損益計算書に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

※１．不動産賃貸事業損益の内訳 ※１．不動産賃貸事業損益の内訳 

  （単位：千円）

Ａ．不動産賃貸事業収益 

建物賃貸料 6,506,591

その他収入 587,424

不動産賃貸事業収益合計 7,094,016

  

Ｂ．不動産賃貸事業費用 

維持管理費 1,005,851

水道光熱費 649,689

公租公課 550,004

損害保険料 20,633

修繕工事費 108,222

減価償却費 993,203

その他費用 166,561

不動産賃貸事業費用合計 3,494,166

  

Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 3,599,849

  （単位：千円）

Ａ．不動産賃貸事業収益 

建物賃貸料 6,565,051

その他収入 469,836

不動産賃貸事業収益合計 7,034,887

  

Ｂ．不動産賃貸事業費用 

維持管理費 1,033,212

水道光熱費 552,925

公租公課 561,760

損害保険料 21,687

修繕工事費 92,630

減価償却費 1,080,784

その他費用 212,972

不動産賃貸事業費用合計 3,555,973

  

Ｃ．不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ） 3,478,914

―――――― 

  

※２．不動産等売却益の内訳      （単位：千円）

   第36興和ビル 

    不動産等売却収入   4,300,000

    不動産等売却原価  3,995,580

    その他売却費用  1,802

    不動産等売却益  302,617

※３．受取利息の内訳 

 譲渡性預金にかかる有価証券利息（108千円）につ

きましては、受取利息に含めて計上しております。 

―――――― 

―――――― 

  

※４．災害による損失 

 平成23年３月11日に発生した東日本大震災に関連す

る損失（資産の原状回復費用等）を計上しておりま

す。なお、この計上額には災害損失引当金繰入額

16,429千円が含まれております。   
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６．投資主資本等変動計算書に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

※１．発行可能投資口の総口数及び発行済投資口数 ※１．発行可能投資口の総口数及び発行済投資口数 

発行可能投資口の総口数 口2,000,000

発行済投資口数 口154,550

発行可能投資口の総口数 口2,000,000

発行済投資口数 口188,650

７．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

※１.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成22年12月31日現在）

（単位：千円）

（平成23年６月30日現在）

（単位：千円）

  

現金及び預金 2,290,293 

信託現金及び信託預金 10,861,642 

現金及び現金同等物 13,151,935 

現金及び預金 5,560,048 

信託現金及び信託預金 10,936,743 

現金及び現金同等物 16,496,791 

８．リース取引に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

オペレーティングリース取引(貸主側) 

未経過リース料 １年内 652,358 千円

  １年超 8,226 千円

  合計 660,585 千円

オペレーティングリース取引(貸主側) 

未経過リース料 １年内 619,095 千円

  １年超 661,872 千円

  合計 1,280,968 千円
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９．金融商品に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

 本投資法人では、資産運用会社が定める財務方針、

「年間資金調達計画」に則り、本投資法人の運用資産

の成長に必要な資金と債務の返済に際し、主に銀行借

入や投資法人債の発行、投資口の発行により調達して

います。有利子負債による資金調達においては、財務

の安定性の確保及び将来の金利上昇リスクを回避する

ため、調達期間の長期化、金利の固定化及び返済期限

の分散化等に留意しています。また、余資運用につい

ては、預金並びに安全性・流動性を伴う金銭債権及び

有価証券等を対象としていますが、原則として預金に

て運用しています。デリバティブ取引については、借

入金等の金利変動リスクをヘッジする目的に限定して

利用しています。 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針 

同左 
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第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体

制 

① 市場リスク（金利変動リスク） 

 借入金及び投資法人債は、主に物件の取得あるい

は既往の借入のリファイナンスを目的としたもので

ありますが、このうち一部は変動金利であるため金

利の変動リスクに晒されています。本投資法人では

継続的なモニタリングを通じた金利予測に基づき、

デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用して

変動金利を固定金利に交換することにより、金利変

動リスクをヘッジしています。また、デリバティブ

取引（金利スワップ）の利用に当たっては、信用リ

スクの軽減のため格付けの高い金融機関とのみ取引

を行っております。なお、ヘッジ会計の方法、ヘッ

ジの手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効

性の評価の方法については、「重要な会計方針に係

る事項に関する注記」に記載されている「ヘッジ会

計の方法」をご覧ください。 

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体

制 

① 市場リスク（金利変動リスク） 

同左 

② 流動性リスク（支払期日に必要資金を調達できな

くなるリスク） 

 借入金、投資法人債は流動性リスクに晒されてい

ますが、返済期限の分散及び資金調達手段の多様化

を図ることでリスクを低減し、常時、手許流動性を

管理することにより流動性リスクを管理していま

す。 

② 流動性リスク（支払期日に必要資金を調達できな

くなるリスク） 

同左 

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほ

か、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては一定

の前提条件を採用しているため、異なる前提条件を用

いた場合、当該価額が異なる場合もあります。また、

「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリ

バティブ取引に関する契約額等については、その金額

自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示したも

のではありません。 

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

同左 
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第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年12月31日における貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次の通りであります。な

お、時価を把握することが困難と認められるものは、次

表に含めておりません（注２）。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成23年６月30日における貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次の通りであります。な

お、時価を把握することが困難と認められるものは、次

表に含めておりません（注２）。 

  貸借対照表計
上額（千円） 

時価（千円） 
（注１） 差額（千円）

(1）現金及び預金 2,290,293 2,290,293 －

(2）信託現金及び
信託預金 10,861,642 10,861,642 －

資産計 13,151,935 13,151,935 －

(3）短期借入金 4,900,000 4,900,000 －

(4）１年内返済予
定の長期借入
金 

34,500,000 34,513,980 13,980

(5）投資法人債 17,000,000 17,198,200 198,200

(6）長期借入金 44,000,000 44,388,284 388,284

負債計 100,400,000 101,000,464 600,464

(7）デリバティブ
取引 ＊ (28,770) (28,770) －

貸借対照表計
上額（千円） 

時価（千円） 
（注１） 差額（千円）

(1）現金及び預金 5,560,048 5,560,048 －

(2）信託現金及び
信託預金 10,936,743 10,936,743 －

資産計 16,496,791 16,496,791 －

(3）１年内返済予
定の長期借入
金 

7,000,000 7,000,000 －

(4）投資法人債 17,000,000 17,187,400 187,400

(5）長期借入金 71,500,000 71,710,989 210,989

負債計 95,500,000 95,898,389 398,389

(6）デリバティブ
取引  － － －

＊ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は

純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては（ ）で示しております。 

  

（注１） 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取

引に関する事項 

資 産 

(1）現金及び預金並びに(2）信託現金及び信託預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額

にほぼ近似していることから、当該帳簿価額によっ

ています。 

（注１） 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取

引に関する事項 

資 産 

(1）現金及び預金並びに(2）信託現金及び信託預金 

同左 

負 債 

(3）短期借入金(4）１年内返済予定の長期借入金及び 

(6）長期借入金 

これらのうち、変動金利によるものは短期間で市場

金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似してい

ると考えられることから、当該帳簿価額によってい

ます。 

固定金利による長期借入金の時価については、当該

長期借入金の元利金の合計額を同様の新規借入を行

った場合に合理的に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっています。 

負 債 

(3）１年内返済予定の長期借入金及び(5）長期借入金 

これらのうち、変動金利によるものは短期間で市場

金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似してい

ると考えられることから、当該帳簿価額によってい

ます（但し、金利スワップの特例処理の対象とされ

た変動金利による長期借入金（後記「11．デリバテ

ィブ取引に関する注記」参照）は、当該金利スワッ

プと一体として処理された元利金の合計額を同様の

新規借入を行った場合に合理的に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっています。）。 

固定金利による長期借入金の時価については、当該

長期借入金の元利金の合計額を同様の新規借入を行

った場合に合理的に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっています。 

(5）投資法人債 

本投資法人の発行する投資法人債の時価について

は、日本証券業協会による売買参考統計値によって

います。 

(4）投資法人債 

同左 

(7）デリバティブ取引 

 (デリバティブ取引に関する注記)をご参照くださ

い。 

(6）デリバティブ取引 

後記「11．デリバティブ取引に関する注記」をご参

照ください。 
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第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる

金融商品 

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる

金融商品 

区分 
貸借対照表計上額

（千円） 

① 預り敷金及び保証金 

＊ 
 428,246

② 信託預り敷金及び保

証金 ＊ 
 7,859,537

区分
貸借対照表計上額

（千円） 

① 預り敷金及び保証金 

＊ 
421,646 

② 信託預り敷金及び保

証金 ＊ 
7,653,839 

＊ 賃貸物件における賃借人から預託されている預り敷金

及び保証金と信託預り敷金及び保証金は、市場価格が

なく、かつ、賃借人の入居から退去までの実質的な預

託期間を算定することは困難であり、合理的にキャッ

シュ・フローを見積もることが極めて困難と認められ

るため、時価開示の対象とはしていません。 

＊ 賃貸物件における賃借人から預託されている預り敷金

及び保証金と信託預り敷金及び保証金は、市場価格が

なく、かつ、賃借人の入居から退去までの実質的な預

託期間を算定することは困難であり、合理的にキャッ

シュ・フローを見積もることが極めて困難と認められ

るため、時価開示の対象とはしていません。 

（注３） 金銭債権の決算日後の償還予定額 （注３） 金銭債権の決算日後の償還予定額 

（単位：千円） （単位：千円）

  

  １年以内 １年超２年
以内 

２年超３年
以内 

現金及び預金  2,290,293 － －

信託現金及び信託預金  10,861,642 － －

合計  13,151,935 － －

１年以内 １年超２年
以内 

２年超３年
以内 

現金及び預金 5,560,048  － －

信託現金及び信託預金 10,936,743  － －

合計 16,496,791  － －

  

  ３年超４年
以内 

４年超５年
以内 ５年超

現金及び預金 － － －

信託現金及び信託預金 － － －

合計 － － －

３年超４年
以内 

４年超５年
以内 ５年超

現金及び預金  －  － －

信託現金及び信託預金  －  － －

合計  －  － －
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第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

（注４） 借入金、投資法人債及びその他の有利子負債の

決算日以後の返済予定額 

（注４） 借入金、投資法人債及びその他の有利子負債の

決算日以後の返済予定額 

（単位：千円） （単位：千円）

  

  １年以内 １年超２年
以内 

２年超３年
以内 

短期借入金  4,900,000 － －

１年内返済予定の長期借

入金 
34,500,000 － －

投資法人債 － － －

長期借入金 － 14,000,000 15,000,000

合計  39,400,000  14,000,000 15,000,000
  

１年以内 １年超２年
以内 

２年超３年
以内 

１年内返済予定の長期借

入金 
7,000,000 － －

投資法人債 － － 12,000,000

長期借入金 － 21,000,000 8,000,000

合計  7,000,000  21,000,000 20,000,000

  

  ３年超４年
以内 

４年超５年
以内 ５年超

短期借入金  － － －

１年内返済予定の長期借

入金 
－ － －

投資法人債  12,000,000  5,000,000 －

長期借入金  4,000,000  5,000,000 6,000,000

合計  16,000,000  10,000,000 6,000,000
  

３年超４年
以内 

４年超５年
以内 ５年超

１年内返済予定の長期借

入金 
－ － －

投資法人債  5,000,000  － －

長期借入金  20,500,000  13,000,000 9,000,000

合計  25,500,000  13,000,000 9,000,000

10．有価証券に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

該当事項はありません。 同左 
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11．デリバティブ取引に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

１．ヘッジ会計が適用されていないもの 

該当事項はありません。 

２．ヘッジ会計が適用されているもの 

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約

において定められた元本相当額等は、次のとおりです。

（単位：千円）

＊ 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算

  定しております。 

  

ヘッジ
会計の
方法 

デリバ
ティブ
取引の
種類等 

主なヘ
ッジ対
象 

契約額等 

時価
当該時
価の算
定方法   うち１

年超 

原則的

処理方

法 

金利ス

ワップ

取引 
変動受

取・固

定支払 

長期借

入金 
 6,250,000 － △28,770 ＊ 

１．ヘッジ会計が適用されていないもの 

同左 

２．ヘッジ会計が適用されているもの 

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約

において定められた元本相当額等は、次のとおりです。

（単位：千円）

＊ 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象

とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含め

て記載しております。（前記「９. 金融商品に関す

る注記 ２．金融商品の時価等に関する事項」(注1)

金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に

関する事項 負債(5) 参照）。 

  

ヘッジ
会計の
方法 

デリバ
ティブ
取引の
種類等

主なヘ
ッジ対
象 

契約額等 

時価
当該時
価の算
定方法  うち１年

超 

金利ス
ワップ
の特例
処理 

金利ス
ワップ
取引 
変動受
取・固
定支払

長期借
入金 13,000,000 13,000,000 ＊ ―

12．退職給付に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

 本投資法人には、退職給付制度がありませんので、該当

事項はありません。 

 同左 
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13．税効果会計に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（単位：千円） （単位：千円）

（繰延税金資産）   （繰延税金資産）   

 未払事業税損金不算入額 23  未払事業税損金不算入額 18

 繰延ヘッジ損益 11,315  繰延税金資産計 18

 繰延税金資産小計 11,338 （繰延税金資産の純額） 18

 評価性引当額 △11,315   

 繰延税金資産合計 23   

（繰延税金資産の純額） 23   

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重

要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重

要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳 

（単位：％） （単位：％）

法定実効税率 39.33 法定実効税率 39.33

（調整） （調整） 

 支払配当の損金算入額 △39.31  支払配当の損金算入額 △38.46

 その他 0.03  その他 △0.82

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.05  税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.05

14．持分法損益等に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

 本投資法人には、関連会社は一切存在せず、該当事項は

ありません。 

 同左 
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15．関連当事者との取引に関する注記

第９期
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

① 親会社及び法人主要投資主等  

該当事項はありません。 

② 関連会社等 

該当事項はありません。 

③ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 

④ 役員及び個人主要投資主等 

属性 氏名 住所 資本金又
は出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所有
（被所有）割合 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

役員及び 
その近親

者 

戸田千史  －  －

本投資法人

執行役員兼

ジャパンエ

クセレント

アセットマ

ネジメント

株式会社代

表取締役 

 －

ジャパンエクセレント

アセットマネジメント

株式会社への資産運用

報酬の支払（注1） 

416,479 
（注2） 

未払金 
253,078

（注2） 

(注1) 戸田千史が第三者（ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社）の代表者として行った取引であり、報酬額は、本投資法

人の規約で定められた条件によっています。 
(注2) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

  

第10期
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

① 親会社及び法人主要投資主等  

該当事項はありません。 

② 関連会社等 

該当事項はありません。 

③ 兄弟会社等 

該当事項はありません。 

④ 役員及び個人主要投資主等 

属性 氏名 住所 資本金又
は出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所有
（被所有）割合

取引の内容
取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

役員及び

その近親

者 

戸田千史  －  －

本投資法人

執行役員兼

ジャパンエ

クセレント

アセットマ

ネジメント

株式会社代

表取締役 

 －

ジャパンエクセレント

アセットマネジメント

株式会社への資産運用

報酬の支払（注1） 

428,085 
（注2） 

未払金 
264,984

（注2） 

(注1) 戸田千史が第三者（ジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社）の代表者として行った取引であり、報酬額は、本投資法

人の規約で定められた条件によっています。 

(注2) 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 
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第９期（自 平成22年７月１日 至 平成22年12月31日） 

  

＜追加情報＞ 

 当期より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）

を適用しております。 

 なお、本投資法人は不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、当該会計基準等に準拠した場合の前期のセ

グメント情報については、記載を省略しております。 

  

＜セグメント情報＞ 

 本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

＜関連情報＞ 

１．製品及びサービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(1）営業収益 

 本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

 単一の外部顧客への営業収益がすべて損益計算書の営業収益の10％未満であるため、記載を省略しておりま

す。 

  

第10期（自 平成23年１月１日 至 平成23年６月30日） 

  

＜セグメント情報＞ 

 本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

＜関連情報＞ 

１．製品及びサービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(1）営業収益 

 本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

３．主要な顧客ごとの情報 

 単一の外部顧客への営業収益がすべて損益計算書の営業収益の10％未満であるため、記載を省略しておりま

す。 

  

16．セグメント情報等に関する注記

17．資産除去債務に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

 該当事項はありません。  同左 
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18．賃貸等不動産に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

 本投資法人では、東京都その他の地域において、賃貸収

益を得ることを目的として、賃貸オフィスビル等を有して

おります。これら賃貸等不動産に関する平成22年12月31日

現在の貸借対照表計上額及び時価は、以下のとおりです。

 本投資法人では、東京都その他の地域において、賃貸収

益を得ることを目的として、賃貸オフィスビル等を有して

おります。これら賃貸等不動産に関する平成23年６月30日

現在の貸借対照表計上額及び時価は、以下のとおりです。

貸借対照表計上額（千円） 
当期末の時価
（千円） 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

 178,434,115  6,620,499  185,054,615 173,780,000

貸借対照表計上額（千円） 
当期末の時価
（千円） 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

185,054,615 6,400,387 191,455,003 176,964,000

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累

計額を控除した金額であります。 

（注２） 賃貸等不動産の当期増減額のうち、主な増加額

は第32興和ビル（2,414,452千円）の一部取得及

び興和白金台ビル（4,864,127千円）の取得であ

り、減少額は減価償却費（993,203千円）です。

（注３） 当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑

定評価額を記載しております。 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計

額を控除した金額であります。 

（注２）賃貸等不動産の当期増減額のうち、主な増加額は

台場ガーデンシティビル（11,115,109千円）を取

得したことによるものであり、減少額は第36興和

ビル（3,995,580千円）の売却及び減価償却費

（1,080,784千円）です。 

（注３）当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定

評価額を記載しております。 

 なお、賃貸等不動産に関する当期における損益につきま

しては、（損益計算書に関する注記）をご覧下さい。 

 なお、賃貸等不動産に関する当期における損益につきま

しては、前記「５．損益計算書に関する注記」をご覧下さ

い。 
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 （注） １口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

19．１口当たり情報に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

１．１口当たり純資産額 577,629円

２．１口当たり当期純利益 14,353円

１．１口当たり純資産額 553,227円

２．１口当たり当期純利益 12,677円

 潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜

在投資口がないため記載しておりません。 

 １口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投

資口数で除することにより算定しております。 

 また、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益について

は、潜在投資口がないため記載しておりません。 

  
第９期

自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

当期純利益（千円） 2,218,303 2,313,955

普通投資主に帰属しない金額（千円） ― －

普通投資口に係る当期純利益（千円） 2,218,303 2,313,955

期中平均投資口数（口） 154,550 182,519
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20．重要な後発事象に関する注記

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

① 公募による新投資口の発行（一般募集）について 

 本投資法人は平成23年１月13日及び平成23年１月24日

開催の役員会において、以下のとおり、公募による新投

資口の発行を決議し、平成23年１月31日に払込が完了い

たしました。 

 ＜公募による新投資口発行の概要＞   

(1）発行新投資口数 31,000口 

(2）発行価格 １口当たり金454,930円 

(3）発行価格の総額 14,102,830,000円 

(4）払込金額（発行価額） １口当たり金438,984円 

(5）払込金額（発行価額）

の総額 
13,608,504,000円 

(6）払込期日 平成23年１月31日 

① 売買予約の締結について 

 本投資法人は平成23年８月12日付で、下記記載の予約

対象資産に関し、売買予約を締結しました。 

 ＜予約対象資産の概要＞  

（注1）売主（取得予約先）は、現物の不動産の形態にお

いて第35興和ビルを所有しています。本投資法人

は、売主との間で、平成23年8月12日付にて第35興

和ビルに係る信託受益権売買予約契約（以下「売買

予約」といいます。）を締結しました。かかる売買

予約において、本投資法人はその完全な裁量により

予約完結権を行使して第35興和ビルを取得するか否

かを決定することができます。但し、売主と信託銀

行（本投資法人が別途合理的に承認する信託銀行と

し、本日現在、三菱UFJ信託銀行株式会社を予定し

ており、以下「本信託受託者」といいます。）との

間で第35興和ビルに係る管理処分信託契約の締結

（以下「信託受益権化」といいます。）につき協議

がなされ、本信託受託者との間でかかる信託受益権

化の合意が成立した場合には、本投資法人は、第35

興和ビルに係る売買予約上の予約完結権を行使する

ことが要請されます。売買予約上の予約完結権が行

使された場合、本投資法人は第35興和ビルに係る信

託受益権を取得します。かかる信託受益権化のプロ

セスを通じ、本投資法人は中立の第三者であり、不

動産の信託における専門家である本信託受託者の検

証を経ることで、第35興和ビルにつき、物件の適法

性等の確認を二重に検証することとしています。な

お、売買予約上の予約完結権の行使期限は平成23年

10月3日とされ、かかる期限経過時までに信託受益

権化がなされない場合、本投資法人は、第35興和ビ

ルの取得に関し、売主との間で誠実に協議をする旨

合意しています。  

（注2）予約価格は、取得にかかる諸経費、固定資産税、

都市計画税相当額の精算分及び消費税相当額を含ま

ない信託受益権の売買に係る予約価格を記載してい

ます。 

（注3）売買予約上の予約完結権が行使された場合に限り

ます。 

（1）予約対象資産   不動産信託受益権（注1）  

（2）物件名称   第35興和ビル 

（3）所在地   東京都港区赤坂一丁目14番14号 

（4）予約価格(注2)   8,280,000,000円 

（5）売買予約契約締結日  平成23年８月12日 

（6）売買予約完結権行使

期限  
 平成23年10月３日 

（7）取得予定日   平成23年10月３日（注3） 

（8）取得予約先   興和不動産株式会社 

（9）取得資金  
 予約完結権行使後、自己資金及び借入

金により取得 

（10）決済方法   予約完結権行使後、取得時一括決済 

2011/09/28 9:22:5411771682_有価証券報告書_20110928092138

- 165 -



  

第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

② 第三者割当による新投資口の発行（グリーンシュー

 オプション行使による第三者割当）について 

 本投資法人は平成23年１月13日及び平成23年１月24日

開催の役員会において、以下のとおり、第三者割当によ

る新投資口の発行を決議し、平成23年２月28日に払込が

完了いたしました。 

 この結果、上記一般募集による増加分と合わせて、平

成23年２月28日付けにて、出資総額は102,052,384,400

円、発行済投資口数は188,650口となっております。 

 ＜第三者割当による新投資口発行の概要＞   

(1）発行新投資口数 3,100口 

(2）払込金額（発行価額） １口当たり金438,984円 

(3）払込金額（発行価額）

の総額 
1,360,850,400円 

(4）割当先 みずほ証券株式会社 

(5）払込期日 平成23年２月28日 

② 資産の取得（ＭＩＤ京橋ビル）について 

 本投資法人は平成23年８月12日付で、以下のとおり、

不動産信託受益権売買契約を締結し、平成23年９月１日

付で引渡しを受けました。 

 ＜取得資産の概要＞ 

（注）取得価格は、取得に係る諸経費、固定資産税、都市

計画税相当額の精算分及び消費税相当額を含まない

信託受益権の売買代金を記載しています。  

（1）取得資産 不動産信託受益権 

（2）資産の名称 ＭＩＤ京橋ビル  

（3）所在地 大阪府大阪市都島区片町二丁目２番48号 

（4）取得価格(注) 3,308,000,000円 

（5）契約締結日 平成23年８月12日 

（6）引渡日 平成23年９月１日 

（7）取得先 リバプールアセット特定目的会社 
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第９期 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

第10期 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日 

③ 資産の取得（台場ガーデンシティビル）について ③ 資金の借入れについて 

 本投資法人は平成23年８月12日付で、第35興和ビルの

取得資金及びこれに関連する諸費用等の一部に充当する

ため、下記内容の極度ローン個別契約を締結しました。

   

  

④ その他 

 ①に記載の第35興和ビルに係る売買予約については、

金融庁の定める「金融商品取引業者等向けの総合的な監

督指針」（最終改定：平成23年4月）に規定される「投

資法人によるフォワード・コミットメント等（注）」に

該当します。かかる売買予約においては、本投資法人が

予約完結権を保有しており、かかる権利を行使した場合

にのみ有効な売買契約が成立します（但し、信託受益権

化した場合には予約完結権の行使が要請されます）。ま

た、予約完結権が行使され売買契約が成立した後に本投

資法人又は売主に当該売買契約の条項につき違反があっ

たときは、その相手方は当該売買契約を解除し、違約金

として売買代金の20％相当額を請求することができるも

のとされています。本投資法人は、第35興和ビルの取得

所要金額、信託受益権化の蓋然性、予約完結権行使から

受渡しまでの期間、取得資金調達方法の確実性につき慎

重に検討し、いずれについても本投資法人として上記の

条件において売買予約を締結することが投資主価値の向

上に資するものと判断してその売買予約を締結しまし

た。 

 （注）先日付での売買契約であって、契約締結から1

月以上経過した後に決済・物件引渡しを行うこととして

いるものその他これに類する契約をいいます。 

  

（1）借入先  

株式会社みずほコーポレート銀行、三菱ＵＦ

Ｊ信託銀行株式会社、株式会社三井住友銀

行、株式会社あおぞら銀行  

（2）借入金額  8,300,000,000円  

（3）利率  未定  

（4）借入予定日 平成23年10月３日  

（5）利払期日  平成23年10月31日、平成23年11月29日  

（6）元本弁済期日  平成23年11月29日  

（7）元本弁済方法  元本弁済期日に一括弁済（期限前弁済可） 

（8）担保の有無  無担保・無保証  

 本投資法人は平成23年１月13日付で、以下のとおり、

不動産信託受益権売買契約を締結し、平成23年２月４日

付で引渡しを受けました。 

 ＜取得資産の概要＞ 

（注）取得価格は、取得に係る諸経費、固定資産税、都

市計画税相当額の精算分及び消費税相当額を含まない信

託受益権売買代金を記載しています。 

 ④ 資産の譲渡（第36興和ビル）について 

 本投資法人は平成23年１月13日付で、以下のとおり、

不動産信託受益権売買契約を締結し、平成23年２月４日

付で引渡しを行いました。 

 ＜譲渡資産の概要＞ 

（注）譲渡価格は、譲渡に係る諸経費、固定資産税、都

市計画税相当額の精算分及び消費税相当額を含まない信

託受益権売買代金を記載しています。  

⑤ 短期借入金の期限前弁済について  

 本投資法人は、以下のとおり短期借入金を期限前弁済

いたしました。なお、期限前弁済による清算金は発生い

たしません。 

（1）期限前弁済日：平成23年２月24日 

（2）弁済する借入金の内容 

 ・借入先：三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

      株式会社みずほコーポレート銀行 

 ・借入金額：49億円 

 ・金  利：0.78％ 

   （平成23年１月24日から平成23年２月24日まで）

 ・借 入 日：平成22年12月24日  

 ・当初元本弁済日：平成23年３月24日  

  

(1）取得資産 不動産信託受益権  

(2）資産の名称 
台場ガーデンシティビ

ル 

(3）所在地 東京都港区台場二丁目

３番５号 

(4）取得価格（注）  11,000,000,000円 

(5）契約締結日 平成23年１月13日  

(6）引渡日 平成23年２月４日 

(7）取得先 積水ハウス株式会社 

(1）譲渡資産 不動産信託受益権  

(2）資産の名称 第36興和ビル 

(3）所在地 東京都千代田区三番町

５番19 

(4）譲渡価格（注） 4,300,000,000円 

(5）契約締結日 平成23年１月13日  

(6）引渡日 平成23年２月４日 

(7）譲渡先 興和不動産株式会社 
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①有価証券明細表 

１．株式 

該当事項はありません。 

２．株式以外の有価証券 

該当事項はありません。 

  

②デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

  

（注1）スワップ取引の残高表示は、想定元本に基づいて表示しています。 

（注2）当該取引は、金融商品会計基準上の特例処理の要件を満たしているため、時価の記載は省略しています。 

  

（７）【附属明細表】

区分 種類 
契約額等（千円）

時価（千円）
（注2） 

（注1） うち１年超（注1） 

市場取引以外の取引 
金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
 13,000,000 13,000,000 － 
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③不動産等明細表のうち総括表 

（注１）信託建物・信託構築物・信託土地の増加は、主に台場ガーデンシティビルを取得したことによるものであります。 

（注２）信託建物・信託構築物・信託工具、器具及び備品・信託土地の減少は、第36興和ビルを売却したことによるものでありま

す。  

  

④その他特定資産の明細表 

該当事項はありません。 

  

⑤投資法人債明細表 

                                                                                              (単位：千円) 

(注1) 合計欄の利率は、各投資法人債の借入利率を期末残高にて加重平均しており、小数点第6位を四捨五入しています。 

(注2) 特定投資法人債間限定同順位特約が付されております。 

(注3) 平成23年６月30日以後5年以内における1年ごとの返済予定額は以下のとおりです。 
  

  

資産の種類 前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

減価償却累計額 
差引当期末
残高 
（千円） 

摘要又は償却累
計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

有 
形 
固 
定 
資 
産 

建物 3,346,026 126,952 － 3,472,979 381,784 40,910 3,091,194   

構築物 18,661 467 － 19,129 1,537 153 17,591   

機械及び装置 265 － － 265 23 11 241   

工具、器具及び備品 661 170 － 832 250 52 581   

建設仮勘定 13,403 66,087 64,982 14,508 － － 14,508   

信託建物 65,505,751 6,643,678 508,488 71,640,940 8,373,941 1,013,719 63,266,999
（注１）

（注２）

信託構築物 499,763 68,165 5,653 562,275 51,935 6,643 510,339
（注１）

（注２）

信託機械及び装置 414,192 2,723 － 416,916 132,091 14,060 284,824   

信託工具、器具及び備品 70,484 4,587 235 74,837 22,610 5,233 52,226 （注２）

信託土地 114,629,601 4,628,901 3,607,068 115,651,434 － － 115,651,434
（注１）

（注２）

合計 184,498,812 11,541,735 4,186,429 191,854,118 8,964,176 1,080,784 182,889,941   

無 
形 
固 
定 
資 
産 

借地権 1,185,044 － － 1,185,044 － － 1,185,044   

商標権 1,140 － － 1,140 432 57 707   

信託借地権 7,380,016 － － 7,380,016 － － 7,380,016   

合計 8,566,201 － － 8,566,201 432 57 8,565,769   

銘柄 発行年月日 前期末 
残高 

当期
減少額 当期末残高

利率(%)
(注1) 償還期限 使途 担保

第１回無担保投資法人債 
平成22年 

3月11日 
12,000,000 ― 12,000,000 1.52000

平成26年 

3月11日 

借入金の返済

に充てるため 

無担保・無保証

（注2） 

第２回無担保投資法人債 
平成22年 

6月28日 
5,000,000 ― 5,000,000 1.29000

平成27年 

6月26日 

借入金の返済

に充てるため 

無担保・無保証

（注2） 

合計   17,000,000 ― 17,000,000 1.45235       

区 分 1年超2年以内 
（千円） 

2年超3年以内
（千円） 

3年超4年以内
（千円） 

4年超5年以内 
（千円） 

5年超
（千円） 

投資法人債  － 12,000,000 5,000,000  －  －
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⑥借入金明細表 

  

区分 前期末残高
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率 
（％） 
（注１） 

返済期限 使途 摘要
  借入先 

短期借入

金 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 3,000,000 － 3,000,000 －

－ 

平成23年 
３月24日 

（注３） 

不動産の

購入資金

に充てる

ため 

無担保

無保証
株式会社みずほコーポレート銀行 1,900,000 － 1,900,000 －

小計 4,900,000 － 4,900,000 － － － － － 

１年内返

済予定の

長期借入

金 

株式会社みずほコーポレート銀行 5,000,000 － 5,000,000 －

－ 

平成23年 

６月29日 

不動産の

購入資金

に充てる

ため 

無担保

無保証

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 3,500,000 － 3,500,000 －

株式会社りそな銀行 1,000,000 － 1,000,000 －

第一生命保険株式会社 3,000,000 － 3,000,000 － － 

株式会社みずほコーポレート銀行 6,000,000 － 6,000,000 －

－ 

借入金の

返済に充

てるため 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 4,000,000 － 4,000,000 －

株式会社三井住友銀行 3,000,000 － 3,000,000 －

みずほ信託銀行株式会社 2,000,000 － 2,000,000 －

株式会社あおぞら銀行 1,615,384 － － 1,615,384

1.34000 
平成23年 
11月29日 

中央三井信託銀行株式会社 1,615,384 － － 1,615,384

みずほ信託銀行株式会社 1,615,384 － － 1,615,384

株式会社三井住友銀行 1,076,923 － － 1,076,923

株式会社みずほコーポレート銀行 538,461 － － 538,461

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 538,461 － － 538,461

小計 34,500,000 － 27,500,000 7,000,000 1.34000 － － － 

長期借入

金 
（注４） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 2,300,000 － － 2,300,000

0.69000 

平成24年 
７月31日 

不動産の

購入資金

に充てる

ため 

無担保

無保証

  

株式会社三井住友銀行 2,200,000 － － 2,200,000

農林中央金庫 2,000,000 － － 2,000,000

株式会社りそな銀行 500,000 － － 500,000

株式会社みずほコーポレート銀行 2,500,000 － － 2,500,000

1.96907 
（注２） 

みずほ信託銀行株式会社 1,500,000 － － 1,500,000

株式会社損害保険ジャパン 2,000,000 － － 2,000,000

東京海上日動火災保険株式会社 1,000,000 － － 1,000,000

株式会社みずほコーポレート銀行 6,000,000 － － 6,000,000
1.04000 

平成25年 

６月28日 

借入金の

返済に充

てるため 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,000,000 － － 1,000,000

農林中央金庫 3,100,000 － － 3,100,000

1.09000 
平成25年 
12月27日 

株式会社みずほコーポレート銀行 1,800,000 － － 1,800,000

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,800,000 － － 1,800,000

みずほ信託銀行株式会社 1,300,000 － － 1,300,000

第一生命保険株式会社  2,000,000 － － 2,000,000
2.25875 

（注２） 平成26年 

７月31日 

不動産の

購入資金

に充てる

ため   
株式会社日本政策投資銀行  2,000,000 － － 2,000,000

2.28417 
（注２） 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  － 4,000,000 － 4,000,000

0.99103 
平成26年 
12月29日 

  

借入金の

返済に充

てるため 

株式会社みずほコーポレート銀行 － 3,900,000 － 3,900,000

みずほ信託銀行株式会社 － 2,400,000 － 2,400,000

株式会社りそな銀行 － 1,200,000 － 1,200,000

第一生命保険株式会社 3,000,000 － － 3,000,000 2.27344 
（注２） 

平成27年 
６月30日 株式会社日本政策投資銀行 2,000,000 － － 2,000,000
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（注１）平均利率は、期末時点のローン契約毎の借入利率を期末残高で加重平均しており、小数点第６位を四捨五入して記載しています。 

また、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行った借入金については、金利スワップの効果を勘案した加重平均利率を

記載しています。 

（注２）固定金利による借入れです。 

（注３）平成23年２月24日付で期限前弁済しています。 

（注４）長期借入金（１年以内に返済予定のものを除きます。）の貸借対照日以後における１年ごとの返済予定額の総額は以下のとおりです。 
  
  

  

区分 前期末残高
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率 
（％） 
（注１） 

返済期限 使途 摘要
  借入先 

  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 － 4,600,000 － 4,600,000

1.36375 
（注２） 

平成28年 

６月29日 
借入金の

返済に充

てるため 

無担保

無保証

  株式会社みずほコーポレート銀行 － 4,400,000 － 4,400,000

  株式会社三井住友銀行 － 4,000,000 － 4,000,000

  株式会社日本政策投資銀行  6,000,000 － － 6,000,000
1.73875 

（注２） 

平成29年 

11月30日 

  第一生命保険株式会社 － 3,000,000 － 3,000,000
1.65125 

（注２） 

平成30年 
６月29日 

小計 44,000,000 27,500,000 － 71,500,000 1.39270 － － － 

合計 83,400,000 27,500,000 32,400,000 78,500,000 1.38800 － － － 

区分 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内

（千円） 
３年超４年以内

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 
５年超（千円）

長期借入金  21,000,000  8,000,000  20,500,000  13,000,000  9,000,000
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２【投資法人の現況】

【純資産額計算書】

  （平成23年６月30日現在）

Ⅰ 資産総額 千円 209,142,144

Ⅱ 負債総額 千円 104,775,727

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 千円 104,366,417

Ⅳ 発行済数量 188,650口 

Ⅴ １単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 553,227円 
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（注1）括弧内の数は、本邦外における販売口数です。 

（注2）本投資法人による投資口の買戻しの実績はありません。 

  

第６【販売及び買戻しの実績】

計算期間 発行日 販売口数 買戻し口数 発行済口数

第５期計算期間 
自 平成20年７月１日 
至 平成20年12月31日 

該当なし
口 

（ 口） 
154,550

0

第６期計算期間 
自 平成21年１月１日 
至 平成21年６月30日 

該当なし
口 

（ 口） 
154,550

0

第７期計算期間 
自 平成21年７月１日 
至 平成21年12月31日 

該当なし
口 

（ 口） 
154,550

0

第８期計算期間 
自 平成22年１月１日 
至 平成22年６月30日 

該当なし
口 

（ 口） 
154,550

0

第９期計算期間 
自 平成22年７月１日 
至 平成22年12月31日 

該当なし
口 

（ 口） 
154,550

0

第10期計算期間 
自 平成23年１月１日 
至 平成23年６月30日  

平成23年１月31日
口 

（ 口） 
31,000

0
口 

（ 口） 
0

0
口 

（ 口） 
185,550

0

平成23年２月28日
口 

（ 口） 
3,100
0

口 
（ 口） 

0
0

口 
（ 口） 

188,650
0
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 第10期計算期間の開始日から、本有価証券報告書の提出日までの間に、以下の書類を関東財務局長に提出しました。 

  

１．有価証券報告書 

 第９期（自平成22年７月１日至平成22年12月31日）有価証券報告書（添付書類を含みます。）を平成23年３月29日

に提出しました。 

  

２．訂正発行登録書 

 平成21年12月25日提出の発行登録書の訂正発行登録書を、平成23年３月29日に提出しました。 

  

３．有価証券届出書 

 有価証券届出書（添付書類を含みます。）を平成23年１月13日に提出しました。 

  

４．有価証券届出書の訂正届出書 

 上記３．の訂正届出書（添付書類を含みます。）を平成23年１月17日、平成23年１月24日及び平成23年2月22日に

提出しました。 

  

第７【参考情報】
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独立監査人の監査報告書 

    平成23年３月24日

    

ジャパンエクセレント投資法人     

役  員  会  御 中     

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小 澤 裕 治  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
 公認会計士 伊 藤 雅 人  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法人の経理状況」に掲

げられているジャパンエクセレント投資法人の平成22年７月１日から平成22年12月31日までの第９期計算期間の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分配に係る計算書、キャッシュ・フロー計

算書、注記表及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャパ

ンエクセレント投資法人の平成22年12月31日現在の財産の状態並びに同日をもって終了する第９期計算期間の損益及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 注記表の「重要な後発事象に関する注記」に記載されているとおり、新投資口の発行、資産の取得及び資産の譲渡を

行っている。 

  

 投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

（注１）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 

（注２）財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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独立監査人の監査報告書 

    平成23年９月22日

    

ジャパンエクセレント投資法人     

役  員  会  御 中     

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小 澤 裕 治  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
 公認会計士 伊 藤 雅 人  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法人の経理状況」に掲

げられているジャパンエクセレント投資法人の平成23年１月１日から平成23年６月30日までの第10期計算期間の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分配に係る計算書、キャッシュ・フロー計

算書、注記表及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ジャパ

ンエクセレント投資法人の平成23年６月30日現在の財産の状態並びに同日をもって終了する第10期計算期間の損益及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

（注１）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 

（注２）財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。  
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